
会
員
の
連
携
強
化
も
柱
に

東
京
都
中
小
建
設
業
協
会
会
長

渡
邊
　

裕
之

担
い
手
確
保
・
育
成
に
注
力

防
災
対
策
強
化
で
課
題
解
決

東
京
都
中
小
建
設
業
協
会
が
通
常
総
会

書類簡素化大きく前進

私たちは役立つ活動を行っています
都
中
建
か
ら
の
お
知
ら
せ

渡
辺
健
司
副
会
長
が

国
土
交
通
大
臣
表
彰

標
準
労
務
費
の
帰
趨
は﹁
歩
掛
改
善
﹂

主
要
記
事

相次ぐ研修も連携で　　　（２面）

町工場再生にヒント　　　（２面）

原価割れは歩掛原因　　　（３面）
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都
中
建
Ｈ
Ｐ

Ｑ
Ｒ
コ

ド

　
都
中
建
で
は

▽
証
明
書
発
行
▽

人
材
確
保
・
育
成
▽
情
報
提
供
▽
そ

の
他
｜
｜
な
ど

役
立
つ
活
動
を
行


て
い
ま
す


　
会
員
に
は

東
京
都
と
の
災
害
協

定
締
結
証
明
書
や

特
定
技
能
外
国

人
受
け
入
れ
に
係
る
証
明
書
発
行
の

ほ
か

都
中
建
ホ

ム
ペ

ジ
に
採

用
情
報
も
掲
載
で
き
ま
す


　東京都中小建設業協会の渡辺健司副会
長（渡辺建設社長）が令和７年建設事業
関係功労者等国土交通大臣表彰を受賞し
た。７月日に同省階共用大会議室で
表彰式が開かれた。

第三次・担い手３
法月完全施行へ
議論も白熱する

　
東
京
都
と
都
中
建
の
意
見
交

換
が
白
熱
し
て
い
る

２
０
２

４
年
６
月
に
成
立
し
た
第
三
次

・
担
い
手
３
法
の
３
段
階
施
行

が
今
年

月
に
完
全
施
行
を
迎

え
て
い
る
か
ら
だ


月
か
ら

は
国
が
技
能
労
働
者
の
労
務
費

︵
賃
金
︶

い
わ
ゆ
る
標
準
労

務
費
の
相
場
を
決
め
て
い
く


さ
ら
に
地
方
自
治
体
な
ど
公
共

発
注
者
に
適
用
さ
れ
る
入
札
契

約
適
正
化
法
︵
入
契
法
︶

条

も

月
完
全
施
行
に
よ

て


労
務
費
や
材
料
費
な
ど
の
内
訳

明
示
が
必
要
と
な
り

公
共
発

注
者
は
労
務
費
の
妥
当
性
確
認

が
求
め
ら
れ
る


　
こ
の
結
果

元
請
け
は
発
注

者
に
対
し
労
務
費
だ
け
で
な
く

確
保
さ
れ
る
べ
き
必
要
経
費
な

ど
の
内
訳
を
明
確
に
す
る
こ
と

が
必
要
と
な

た

ま
た

労

務
費
︵
賃
金
︶
は
国
が
定
め
た

相
場
を
維
持
す
る
こ
と
が
大
前

提
の
た
め

元
請
け
は
現
場
状

況
に
あ

た
歩
掛
か
り
で
積
算

さ
れ
て
い
な
い
代
価
で
は

直

接
工
事
費
の
積
算
金
額
が
不
当

に
安
く
な
り
不
足
分
は
現
場
管

理
費
や
一
般
管
理
費
か
ら
補
う

こ
と
に
な
り
か
ね
な
い
と
し


都
中
建
は
東
京
都
に
対
し
歩
掛

か
り
改
善
を
強
く
求
め
た


　
　
　
　
　
‖
関
連
３

４
面

　
東
京
都
中
小
建
設
業
協
会

︵
渡
邊
裕
之
会
長
︶
は
５
月


日

東
京
都
千
代
田
区
の

Ｋ
Ｋ
Ｒ
ホ
テ
ル
東
京
で
第


回
通
常
総
会
を
開
き

令
和

７
年
度
の
事
業
計
画
や
収
支

予
算
を
承
認
し
た


　
今
年
度
事
業
計
画
で
は


①
担
い
手
の
確
保
・
育
成
・

定
着
②
防
災
対
策
③
環
境
問

題
へ
の
対
応
④
広
報
活
動
⑤

会
員
増
強
｜
｜
の
５
項
目
を

重
点
事
項
に
掲
げ
た


　
こ
の
う
ち
担
い
手
の
確
保

・
育
成
・
定
着
で
は

▽
専

門
学
校
と
連
携
し
た
合
同
企

業
説
明
会
お
よ
び
イ
ン
タ


ン
シ

プ
活
動
▽
合
同
企
業

説
明
会
▽
協
会
ホ

ム
ペ


ジ
へ
の
求
人
情
報
の
掲
載
▽

新
人
研
修
︵
年
２
回
︶
世
代

別
研
修
︵
年
１
回
︶
｜
｜
を

行
う


　
都
中
建
は

昨
年
４
月
か

ら
適
用
が
始
ま

た
時
間
外

労
働
の
上
限
規
制
が
中
小
建

設
会
社
に
と

て﹁
正
念
場
﹂

で
あ
る
と
し
こ
の
１
年
間


東
京
都
に
対
し
さ
ま
ざ
ま
な

具
体
的
提
案
と
継
続
的
な
意

見
交
換
を
重
ね
て
き
た

渡

邊
会
長
は

﹁
昨
年
度
は
資

材
価
格
の
ス
ラ
イ
ド
適
用


働
き
方
改
革
の
要
望
や
意
見

交
換
に
取
り
組
み

都
で
は

工
事
書
類
削
減
に
お
い
て
大

き
く
前
進
し
た
﹂
と
１
年
間

の
活
動
成
果
を
強
調


　
そ
の
う
え
で
﹁
災
害
対
策

で
は
会
員
増
強
や
重
機
保

有
自
治
体
と
の
連
携
方
法

な
ど
諸
課
題
に
つ
い
て
関

係
各
所
か
ら
協
力
が
得
ら
れ

る
よ
う
努
力
し
た
い
﹂と
し

た


　
渡
邊
会
長
が
東
京
都
で
工

事
書
類
削
減
が
大
き
く
前
進

し
た
こ
と
を
強
調
し
た
の

は

時
間
外
労
働
の
上
限
規

制
や
週
休
２
日
推
進
な
ど
働

き
方
改
革
の
本
格
実
施
で
中

小
建
設
会
社
の
労
働
環
境
も

大
き
く
変
化
し
つ
つ
あ
る
こ

と
に
加
え

今
年

月
か
ら

完
全
施
行
の
改
正
建
設
業
法

に
よ
る
標
準
労
務
費
導
入


で

商
慣
習
が
１
８
０
度
変

わ
る
こ
と
へ
の
警
戒
感
が
あ

る
か
ら
だ

実
状
に
合
わ
な

い
設
計
単
価
や
工
期
設
定


書
類
削
減
な
ど
の
問
題
が
解

決
し
な
け
れ
ば
中
小
元
請
け

の
経
営
が
苦
境
に
陥
る
可
能

性
が
高
い
こ
と
が
理
由

ま

た
令
和
７
年
度
都
中
建
会
長

表
彰
が
行
わ
れ

役
員
功
労

１
名
事
業
功
労
２
名
永
年

勤
続

名
が
表
彰
さ
れ
た


　
皆
さ
ま
に
は
日
頃
よ
り

当
会
の
事
業
運
営
に
格
別
の

ご
理
解
と
ご
協
力
を
賜
り


心
よ
り
御
礼
申
し
上
げ
ま

す


　
昨
年
に
引
き
続
き
今
年

も
酷
暑
の
続
く
夏
が
や

て

き
ま
し
た
現
場
に
従
事
す

る
み
な
さ
ま
方
は
こ
の
命

に
係
わ
る
暑
さ
を
ど
の
よ
う

に
し
の
ぎ
作
業
の
効
率
を

上
げ
て
い
く
か
日
々
腐
心
さ

れ
て
い
る
こ
と
と
思
い
ま

す


　
さ
て

去
る
５
月

日


都
中
建
は
第

回
通
常
総
会

を
Ｋ
Ｋ
Ｒ
ホ
テ
ル
東
京
に
て

開
催
い
た
し
ま
し
た

総
会

に
お
い
て
は
令
和
６
年
度
の

事
業
報
告
及
び
令
和
７
年
度

の
事
業
計
画
が
満
場
一
致
に

て
採
択
さ
れ
ま
し
た


　
令
和
６
年
度
は

４
月
に

施
行
さ
れ
た
働
き
方
改
革
関

連
法
に
よ
る
時
間
外
労
働
の

罰
則
付
き
上
限

規
制
の
建
設
業

へ
の
適
用
に
対

し

実
情
と
課

題
の
把
握
及
び

そ
れ
ら
を
反
映

し
た
要
望
活
動

の
ほ
か

会
員
企
業
へ
の
情

報
提
供
に
も
注
力
い
た
し
ま

し
た


　
ま
た

中
小
の
建
設
業
界

を
取
り
巻
く
環
境
を
改
善
す

べ
く
東
京
都
を
始
め
関
係
機

関
等
へ
の
提
案
要
望
及
び
意

見
交
換

定
期
的
な
防
災
訓

練
と
体
制
の
見
直
し
に
よ
る

防
災
体
制
強
化
の
ほ
か

担

い
手
の
確
保

育
成

定
着

の
た
め
事
業
の
継
続
・
拡
大

等
の
活
動
を
行
な

て
ま
い

り
ま
し
た


　
今
年
度
は
建
設
業
に
お

け
る
働
き
方
改
革
の
本
格
実

施
か
ら
１
年
が
た
ち
時
間

外
労
働
の
抑
制
や
週
休
二
日

制
の
推
進
な
ど
労
働
環
境

が
大
き
く
変
化
い
た
し
ま
し

た


　
し
か
し
な
が

ら
設
計
単
価


工
期
設
定

書

類
の
削
減

人

手
不
足
等
解
決

す
べ
き
問
題
は

相
変
わ
ら
ず
山

積
し
て
い
ま
す


　
そ
の
よ
う
な
中

今
年
度

は
重
点
事
項
と
し
て

﹁
担

い
手
の
確
保
・
育
成
・
定
着
﹂

﹁
防
災
対
策
﹂
﹁
環
境
問
題

へ
の
対
応
﹂
﹁
広
報
活
動
﹂

﹁
会
員
の
増
強
﹂
の
５
点
に

つ
い
て
会
員
企
業
の
み
な
さ

ま
の
声
を
反
映
し
な
が
ら
事

業
の
積
極
的
な
実
施
に
取
り

組
ん
で
ま
い
り
ま
す


　
特
に
会
員
の
横
の
つ
な
が

り
を
一
層
強
固
に
す
る
た

め
今
年
度
は﹁
支
部
会
の
充

実
﹂﹁
会
員
交
流
事
業
﹂に
つ

い
て
積
極
的
に
取
り
組
ん
で

い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す


　
ま
た

人
材
の
確
保
や
育

成
に
つ
い
て
は

求
職
者
に

対
す
る
積
極
的
な
ア
プ
ロ


チ
や
研
修
の
充
実
等
に
一
層

努
め
る
な
ど

引
き
続
き
全

力
で
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま

す


　
都
中
建
は

﹁
地
域
の
守

り
手
﹂
と
し
て
の
役
割
を
一

層
発
揮
す
る
た
め

会
員
企

業
の
み
な
さ
ま
と
と
も
に
事

業
の
着
実
な
実
施
に
取
り
組

ん
で
ま
い
り
ま
す
の
で

よ

り
一
層
の
ご
理
解
と
ご
協
力

を
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す




新
入
会
員
紹
介

㈱
ニ

ク

代
表
取
締
役長

友
　
秀
夫

令和７年度　都中建委員会等報告 一
員
と
し
て
歩
む

地
域
社
会
に
貢
献

東
瀝
青
建
設
㈱

代
表
取
締
役
社
長

神
谷
　
宏
人

地
域
貢
献
に
尽
力

木
本
建
興
㈱
多
摩
支
店

代
表
取
締
役稲

垣
　
浩
受

業
界
の
魅
力
向
上

シ
ン
コ

・
テ
ク
ノ
㈱

代
表
取
締
役大

場
　
達
也

若
手
中
心
に
飛
躍

白
羽
電
気
㈱

代
表
取
締
役宮

本
　
信
人

蒲
田
校
で

企
業
説
明
会

人
材
確
保
へ

採
用
セ
ミ
ナ


Ｓ
Ｎ
Ｓ
活
用

で
人
材
採
用 育て「次世代リーダー」

入社年～年の中堅社員対象
演習で体験と体感から学ぶ

三団体
合 同

新入社員研修
業界内同期で
孤立しない　

テ

マ
は
賃
金
管
理

会
員
講
習
会

年
連続の赤字

平
均 年 齢

歳

町工場



逆風の３代目経営者はこ
う
乗
り
切

た
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▽
社
名
　
①
所
在
地
　
②
創
業
年
数
　
③
得
意
分
野

④
入
会
目
的
　
⑤
代
表
者
ひ
と
こ
と

　
▽
㈱
ニ

ク
①
豊
島
区
②


年
③
外
壁
改
修
工
事
④
民

間
工
事
を
施
工
し
て
い
ま
す

が

公
共
工
事
に
関
す
る
情

報
収
取
し

民
間
工
事
に
役

立
て
る
た
め
⑤
創
業
以
来


安
全
第
一
を
モ

ト

に


常
に
技
術
向
上
を
掲
げ
て
邁

進
し
て
ま
い
り
ま
し
た

主

に
Ｎ
Ｔ
Ｔ
グ
ル

プ
会
社


Ｄ
Ｎ
Ｐ
グ
ル

プ
の
改
修
工

事
を
施
工
し
て
ま
す

今
後

は
協
会
員
の
一
員
と
し
て
皆

様
方
と
共
に
歩
ん
で
い
き
た

い
と
思
い
ま
す
の
で

ど
う

ぞ
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し

ま
す


　
▽
東
瀝
青
建
設
㈱
①
中
央

区
②

年
③
舗
装
土
木
工
事

④
地
域
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
対
応
や
建

設
業
界
の
課
題
に
つ
い
て
の

情
報
共
有
⑤
弊
社
は
舗
装
事

業
︵
舗
装
土
木
工
事

舗
装

材
料
製
造
販
売

道
路
廃
材

中
間
処
理
︶
を
中
心
に
東
京

と
千
葉
に
拠
点
を
構
え
営
業

し
て
お
り
ま
す

﹃
舗
装
事

業
を
通
し
て
街
を
安
全
で
豊

か
な
環
境
に
再
生
し

地
域

社
会
に
貢
献
す
る
﹄
を
企
業

理
念
に
災
害
時
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
対

応
を
意
識
し
準
備
し
て
い
る

と
こ
ろ
で
す


　
▽
白
羽
電
気
㈱
①
豊
島
区

②

年
③
電
気
工
事

土
木

工
事

電
気
土
木
工
事
④
情

報
収
集
な
ど
の
た
め
⑤
前
社

長
か
ら
７
年
ほ
ど
前
に
事
業

承
継
に
よ
り
引
き
継
ぎ

豊

島
区
南
池
袋
に
て
東
京
都
ま

た
は
豊
島
区
を
中
心
に
電
気

工
事

土
木
工
事
に
取
り
組

ん
で
お
り
ま
す

東
京
の
ほ

か
に
横
浜
市
港
北
区

神
奈

川
県
横
須
賀
市
に
も
営
業
所

が
ご
ざ
い
ま
す

弊
社
は
若

手
も
多
く

こ
れ
か
ら
の
会

社
と
思

て
お
り
ま
す
が


よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま

す


　
▽
木
本
建
興
㈱
多
摩
支
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入札契約制度改革

働き方改革の推進

公共工事における原価割れ契約が起きている事例について

東京都への入札契約制度に関する要望と回答

会　報　都　中　建（　　） 第３４４号 ２０２５年（令和７年）９月１日　（月曜日）

＊４面へつづく

積算代価の諸雑費に関する原価割れの実態についての検証
舗装打換工（急速機械施工）

〈地場業者の受注機会の確保〉
　東京都の総合評価が悪いとか止めて欲し
いという話ではないが、一部の業者に過度
に受注が集中し地域に十分に仕事が行き渡
っていない。その結果、区市町村の仕事や
民間の仕事に流れ、都の工事から離れてし
まうと災害対応など含め弊害が出かねな
い。以下について検討をお願いしたい。
・総合評価方式における工事実績。現行の
工事実績の有効期間は短く、工事評定点の
評価対象が都発注工事だけのため、ＢＣ等
級の中小企業の多くは、応札・受注機会を
大きく減らしている。受注機会確保へ国や
他の自治体での工事実績を評価対象に加え
て欲しい。
・総合評価方式における地域性の評価
・発注割合について。事務所発注案件では
価格競争の割合を増やすなどの対応を。こ
れにより価格競争案件で実績を得た地場業
者が、総合評価方式に臨む流れができると
考える。
・競争入札参加資格の等級順位に対する救
済措置及び緩和措置。救済・緩和措置の一
律適用ではなく、事業者による選択制の導
入を。
・実状に合わせた工事発注。昨今の都工事で
は、設計単価、工期ともに実状に合わない内
容の発注が多く、落札後の条件変更への協
議にも応じていただけないこともあり、業
者の入札意欲は低下している。根本的な工
事設計について見直しをお願いします。
【回答・地場業者の受注機会の確保】
　評価の対象となる工事成績については、
発注主体ごとに成績制度の有無や運用方法
の違いなどがあるため、評価の客観性の担
保など検討すべき課題があると考えてい
る。地域性の評価については、今後とも、
総合評価方式の本来の趣旨である品質確保
が損なわれることのないよう、価格と技術
点などのバランスに配慮しながら、制度を
適切に運用していく。
　発注割合については、工事発注に当たり
総合評価方式の適用に関して工事内容や規
模、発注時期など諸条件を勘案し、発注部
局が判断している。入札参加資格の等級順
位に対する救済・緩和措置の選択性につい
て、まずは財務局案件だけでなく各局の発
注案件も含め実態を把握したい。また実状
に合わせた工事発注については、可能な限
り市場における最新の取引価格を反映した
積算を行っているほか、工期設定について
も直接工事に必要な日数のほか、機器の調
整、検査時間などを考慮した日数を加え、
工事に必要な期間を確保。条件変更に伴う
設計変更の協議についても、監督員は設計
変更ガイドラインの趣旨を踏まえ、必要な
設計変更が適切に行われるよう取り組んで
おり、引き続き適正な予定価格の設定、工
期設定及び設計変更に努めていく。

〈共同企業体工事〉
　中小企業の受注機会の確保を目的に、技
術者育成モデルＪＶ工事の入札参加条件に
ついて、第一順位を大企業だけに限定せず、
中小企業同士のＪＶ結成が可能となるよう
見直しをお願いしたい。また混合入札時の

「東京都技術実績評価型総合評価方式」で
は「都内中小企業との共同企業体結成の実
績点」を都内中小企業同士の企業体の場合
に、２点以上の加算をすることで、中小企
業の受注機会拡大につながると考えるため
検討をお願いしたい。

【回答・共同企業体】
　第一順位企業を大手に限定しないと、中
小企業が大企業から技術などを学ぶという
モデル工事の趣旨を達成できなくなると考
えている。制度開始から６年が経過、中小
企業育成の観点から、モデル工事の効果や
課題について検証を行っている。総合評価
での加点については、本来の趣旨である品
質確保が損なわれないよう、価格点と技術
点のバランスや技術点における評価項目間
の配点バランスなどに配慮しながら、適切
に制度を運用していく。

〈書類の削減・簡素化〉
　通知のあった土木工事における出来形数
量の根拠資料の一部省略について、中身が
良く分からず困惑している。省略資料の見

直し後の検査の手順や、検査資料を明文化
した運用マニュアルの作成をお願いした
い。

【回答・書類の削減・簡素化】
　令和６年月以降に起工を決定した土木
工事については、設計図書の寸法に対し、
監督員に提出された測量結果が各局の定め
る規格値を満たしていれば、完了検査時に
出来形数量の根拠資料提出を求めないこと
としている。またそれ以前に起工した工事
及び既契約工事については、受発注者間で
協議し、合意した場合にも同様の扱いとし
ている。今後、庁内へのさらなる周知に努め
ていくとともに、受注者向けにポイントを
まとめたマニュアルの作成を進めていく。

〈適切な工期設定と経費〉
　週休２日制を前提とした工期の発注によ
り、工期が長期化しているが、実際に必要
な工期とかい離している傾向が見受けられ
る。また、長期化に伴った適切な経費の増
加がされておらず結果、入札参加者数の減
少や不調増加につながっていると思われ
る。働き方改革による担い手確保は必須だ
が、企業の健全経営もまた確実に守られる
べきことと考える。適切な工期設定と経費
増加について検討を。

【回答・適切な工期設定と経費】
　財務局では、週休２日実現へ向け、工期
については、工期に関する基準に基づく適
正な工期設定を行っている。具体的には、
新築・改築工事では日本建設業連合会の
「建築工事適正工期算定プログラム」を活
用して工期設定をし、入札公告時に工程表
を公表。また経費についても、国に準じた
積算基準に基づき工期に応じた算定を行っ
ている。

〈検査〉
　品質確保を目的に、国土交通省で採用し
ている「プロセスチェックシート」及び

「品質証明員」などの導入をお願いしたい。

【回答・検査】
　国の検査体制や検査方法が東京都と違っ
ている部分などを留意し、本質確保の観点
を踏まえ関係部署と情報共有を図ってい
く。

〈建設局で運用されている検査に要する資
料作成期間について〉
・請求時期の見直し。工期の延長には「受
注者は請求を工期末の３か月前までに請求
を行う」とあるが、３か月前時点では工期延
長の必要性判断は難しい場合が多いため、
請求時期の見直しをお願いする。
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・工期延長に伴う増加費用。「工事におけ
る工期の延長などに伴う増加費用」につい
ては、「検査に要する資料作成」に要する
費用であり、間接工事費に含まれるため対
象外となっている。しかしながら、間接工
事費だけでは増加費用の補てんに不足する
場合が多く、受注者による制度利用は消極
的な傾向にあり、契約金額の変更について
検討をお願いする。

【回答・建設局で運用の検査に要する資料
作成期間】
　工期延伸に伴って工期が年度を超える場
合に必要な手続きがあるため、早めに請求
を行っていく必要があるということを局か
ら聞いている。また増加費用については、
検査に要する資料作成に要する費用は、間
接工事費に含まれるため、工事における工
期延長などに伴う増加費用の対象にはなら
ないと聞いている。いずれの要望の趣旨は

建設局に伝える。
〈１日の施工サイクルの見直し〉
　建設業界で真に働き方改革を実現するに
は、１日の労働時間が書類作成を含めて法
定労働時間内（８時間）で完結しなければ
ならない。現在の積算は、主に下記の４項
目について実状に即しておらず、工期・経
費面ともに一方的な受注者負担によって成
り立っている。永続的な働き方改革の実現
と、健全経営を両立させるため、１日の施
工サイクル（作業代価の見直し）について
検討をお願いしたい。
・作業可能時間とのかい離（移動時間、前
後準備などの考慮）
・専門工事会社の労働時間短縮
・作業代価の矛盾
・道路使用許可（時間／規制距離の延長）

【回答・１日の施工サイクルの見直し】
　都は、国に準じて標準歩掛を定めており、

適正な予定額の設定に向
け、可能な限り実勢を反映した積算を行っ
ている。国は、資材基地からの移動時間を
反映するなど、標準歩掛を改定しており、
都においても国の改定内容を踏まえて対応
していく。今後とも国の動向を注視してい
く。

〈適正な労務費等の確保〉
　令和６年６月に成立した改正建設業法に
より、標準労務費の作成・勧告、著しく低
い労務費などによる見積もり及び請負契約
の禁止が定められた。これにより、元請業
者が下請業者と著しく低い労務費の契約を
行ったと認められた場合には、発注者とし
て国から指導・監督処分が下ることとなる。
しかしながら、元請業者は発注者から仕事
を請け負う受注者の立場でもある。そのた
め、東京都におかれては発注者として元請
業者が下請業者に適切な労務費を確保した
見積もりを提示したうえで、自社経費の確
保が出来るよう、適正な代価での契約を行
っていただくようお願いする。
　発注者の方針によっては、元請業者は建
設業法の順守と企業経営の間で板挟みにな
り、企業経営に大きな影響を及ぼすことと
なる。東京都におかれては、受注者が建設
業法を順守しながらも適正な利潤を確保で
きるよう、より一層の配慮をお願いしたい。

【回答・適正な労務費等の確保】
　工事の発注に当たっては、令和６年度の
公共工事設計労務単価や市場における最新
の取引価格を適用するとともに、国に準じ
た基準に基づき積算を行うなど、引き続き
適正な予定額の設定に努めていく。また入
札時でも、低入札価格調査を厳格に運用す
るなどダンピング対策を実施し適切な価格
での契約となるよう努めている。なお、第
三次・担い手３法における標準労務費など
への具体的対応については、国の動向を注
視するとともに、政省令等を踏まえ、適切
に対応を図っていく。
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